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（１） 　第 24 回国会本会議録、昭和三十一年一月三十日。
（２） 　第 24 回国会本会議録、昭和三十一年二月二日。
（３） 　朝日新聞、1956 年６月６日。












































状態となった。1957 年５月 20 日、中曽根は岸内閣の憲法調査会の委員に選
ばれた。










（９） 　朝日新聞、1956 年４月 29 日。
（10） 　同上。
（11） 　朝日新聞、1957 年 12 月６日。







































刊行日付 57 年２月 16 日 57 年９月 28 日 62 年８月 17 日 63 年２月１日
実施者 内閣官房調査室 内閣官房調査室 朝日新聞 内閣広報室
憲法改正
賛成 29％ 賛成 28％ 賛成 27％ 賛成 20％
反対 26％ 反対 19％ 反対 38％ 反対 10％
九条改正
軍備保有
賛成 33％ 賛成 31％ 賛成 16％ 賛成 28％





























































































































（27） 　朝日新聞、1955 年９月 18 日。
（28） 　第 23 回国会科学技術振興対策特別委員会第４号　昭和三十年十二月十三日会議録。
（29） 　同上、また、同 26、「鳩山首相への手紙」、前掲書、p172-173。










　また、1959 年６月 18 日に、中曽根は岸内閣において国務大臣及び科学技
術庁長官に任命されると同時に原子力委員会委員長となった。彼が就任して
から、早々に計画の見直しが検討され、1961 年２月に「新・長期計画」が発
表された。「『新・長期計画』は前期 10 年、後期 10 年の 20 年計画であり、最
初の 10 年は、商用原発の発電規模を３基 100 万 kW、後の 10 年で、火力の











（30） 　第 23 回国会科学技術振興対策特別委員会第４号会議録　昭和三十年十二月十三日。
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　また、1959 年 12 月９日に、中曽根は、国会で昭和三十五年度科学振興対
策について答申し、具体的な意見を出した。中曽根の答申は、次のような過
程を経て答申案を結実させた。まず、杉野目北大学長を団長とする海外調査
（43） 　第 32 回国会科学技術振興対策特別委員会第５号会議録、昭和三十四年九月十一日。
（44） 　朝日新聞、1955 年８月９日。

























































（47） 　朝日新聞、1958 年７月 26 日。
（48） 　第 29 回国会外務委員会第 10 号、昭和三十三年七月三十日。
（49） 　朝日新聞、1965 年８月 19 日。


















































































































広島法学　42 巻４号（2019 年）－ 94
－ 95 －
根の主張は、ラシャワー大使の示唆を得た上で、米国側の態度と国内世論に
配慮したことから変化した。また、佐藤首相への協力の態度から見ると、彼
は首相の座に就くために、運輸相を布石として敷いたリアリズムの政治家で
ある。
　従って、彼の全ての主張は、最初から、国権の回復、国家の独立・対等、
国際社会における日本の地位を高めるために、強いナショナリズムの立場を
堅持すると同時に、内外の情勢の変化により、変わったところもあった。
